
様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

1.一般

2.特定

日

日

） 第 月

令和

号 令和

年） 第 号

39

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

12 14 19 24 29 34

（ ）

39

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５

具 水 消 解

12 14 19 24 29 34

塗 内 機 絶 通 井防鋼 筋 しゆ 板 ガ舗建 左 と 石 屋 管 タ

電 話 番 号－郵 便 番 号 １ ４

12 14 19 24 29

32 34 39 44 49

12 14 19 24 29

主 た る 営 業 所 の 所 在 地 １ ３

主 た る 営 業 所 の 所 在 地
市 区 町 村 コ ー ド

１ ２

12 14

19

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

１ １

12

12 14 19 24 29

32 34 39 44 49

商 号 又 は 名 称 ０ ９

12 14 19 24 29

32 34 39 44 49

12 14 19 24 29

（千円）
, ,

（ ）
,

23 24 29 34

法 人 又 は 個 人 の 別 ０ ７

代 表 者 又 は 個 人 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

１ ０

14

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ８

12 13 14 19

14

清園電土 大

申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

０ ６

12

処 理 の 区 分

年令和

12

０ ５

０ ４

申 請 等 の 区 分

日

12 14

月

年－
般

知事 特知事
国土交通大臣

許可 （
大臣

コード

19

国土交通大臣
知事

許可 －

14 20 24

12 14 19 20 24

月

29

年 月 日 年 月 日 －

18 24

（
般
特

経営規模等評価再審査申立書
総 合 評 定 値 請 求 書

項 番

 地方整備局長
 北海道開発局長

大分県知事 殿

請求年月日

２ ０ ０ ０ １

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

（用紙Ａ４）

令和　　　年　　　月　　　日　　　　　　　　

12

令和 令和

12 14

３

０ １

コード
大臣
知事

０ ２

０

19

★印の項目以外は、再審査申請の直前に受けた経審と
同じ内容を記入する。

★ この部分を見え消しする。 ★再審査申請日を記入

★直前に受けた経審以降、許可更新を行った場合は
更新後の年月日を記入

★ 「４」を記入

★ 項番０８から１４について

商号（名称）、代表者氏名、主たる営業所の所在地等
は、再審査申請日時点のものを記入する。
前回申請時から変更がある場合は、変更届の写しを添
付すること。



審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

連絡先

所属等

ファックス番号

第　　　　　　　　号 令和　　　年　　　月　　　日

12 14

技 術 職 員 数

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項 再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

12 14

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０

１ ９

’ ’ ’ ’ ’ ’

’

(千円)

(千円)

’ ’ ’ ’ ’

(千円)

審査対象事業 年度 の前 審査 対象 事業 年度

営 業 利 益

,
（千円）

審 査 対 象 事 業 年 度

,
利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１ ８
,

’ ’

12 14 19

(千円)

(千円)

’ ’ ’

基 準 決 算

項 番
12 14 19 22

氏名 電話番号

,

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号

（人）

(千円)
減 価 償 却
実 施 額

利益額（利払前税引前償却前利益）

審 査 基 準 日
’

= 営業利益+減価償却実施額

減 価 償 却
実 施 額

直 前 の

営 業 利 益

（千円） ( )
,

自 己 資 本 額 １ ７
,,

令和3年4月1日改正に関する事項
制度改正のため

記入しない

★ 再審査申請の直前に受けた経審結果通知書の
通知年月日を記入する。

★ このとおりに記入

★再審査申請の内容についての問い合わせ

や補正指示等に対応できる人の連絡先等を

記載する。



別紙一

申請者

1.2年平均
2.3年平均

（千円） （千円） （千円） （千円）

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ２

工 事 種 類 別 完 成 工 事 高
工 事 種 類 別 元 請 完 成 工 事 高

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

審査対象事業年度 計算基準の区分

項 番 12 14 16 18 19 20 22 24 26 28

３ １ 自 年 月 至 年 月 自 年 月 月 （ ）

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

    年    月～    年    月

至 年

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

    年    月～    年    月

業 種
コ ー

完 成 工 事 高（千円） 元請完成工事高（千円） 完 成 工 事 高（千円） 元請完成工事高（千円）

12 14 15 19 24 25 29 34 35 39 44 45 49 54

３ ２
, , , ,, , , , , , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度工事

12 14 15 19 24 25 29 34 35 39 44 45 49 54

３ ２
, , , ,, , , , , , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度工事

12 14 15 19 24 25 29 34 35 39 44 45 49 54

３ ２
, , , ,, , , , , , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度工事

12 14 15 19 24 25 29 34 35 39 44 45 49 54

３ ２
, , , ,, , , , , , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度工事

12 14 19 22 24 29 32 34 39 42 44 49

３ ３ その他
,, , , , , , , , , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度その他   工事

12 14 19 22 24 29 32 34 39 42 44 49

３ ４ 合　計
,, , , , , , , , , , ,

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例　　　（　1.　有　　2.　無　）

再審査申請の直前に受けた経審の写しを添付する。
（前回と同じ内容を記載する。変更は認めない）



別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業継続の状況

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

建設機械の保有状況

国際標準化機構が定めた規格による登録の状況

若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況

知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況

その他の審査項目（社会性等）
申請者

12 技 術 職 員 数 ( Ａ ) 若 年 技 術 職 員 数 ( Ｂ ) 若年技術職員の割合(Ｂ／Ａ)

12

12

建設業退職金共済制度加入の有無

(人) (人)

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ４

項 番 12

９

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

６

〔1.有、2.無 〕

12

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４

４ ４

（人）

12 14

（人）

健康保険加入の有無 ４ ２

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 ４

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

12

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ５

雇用保険加入の有無 ４ １ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

12

厚生年金保険加入の有無 ４ ３

初めて許可（登録）を受けた年月日 休業等期間 備考（組織変更等）
昭和
平成
令和

14

営業年数 ４ ７    年     月     日 年　　　　か月

12 再生手続又は更生手続開始決定日 再生計画又は更生計画認可日 再生手続又は更生手続終結決定日

（年）

12

０ 〔1.有、2.無 〕

     年     月     日 令和〔1.有、2.無 〕 令和    年     月     日      年     月     日

12

〔1.有、2.無 〕

８

防災協定の締結の有無 ４

令和

12

指示処分の有無 ５ １

12

営業停止処分の有無 ５

〔1.有、2.無 〕

12

監査の受審状況 ５ ２
  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

公認会計士等の数 ５ ３
,

14

二級登録経理試験合格者等の数 ５ ４
,

12

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

12 14 19

研究開発費（２期平均） ５ ５
, , ,

（千円） (千円) (千円)

’ ’ ’ ’ ’ ’

12 14

建設機械の所有及びリース台数 ５ ６ （台）

12

ＩＳＯ９００１の登録の有無 ５ ７ 〔1.有、2.無 〕

12

ＩＳＯ１４００１の登録の有無 ５ ８ 〔1.有、2.無 〕

若年技術職員の継続的な育成及び確保 ５ ９ 〔1.該当、2.非該当 〕

12 新規若年技術職員数(Ｃ) 新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

新規若年技術職員の育成及び確保 ６ ０ 〔1.該当、2.非該当 〕 (人)

12 14 19 20 24

CPD単位取得数 ６ １
, ,

（単位） 技術者数
,

（人）

12 14 18 19 24 29

技能レベル
向上者数

６ ２
,

（人） 技能者数
,

（人）（人） 控除対象者数
,

★印の項目以外は、再審査申請の直前に受けた経審と同じ内容を記入する。

★ 項番５２、５３、５４は、令和3年4月1日改正の基準で記入す
る。
変更する箇所については、必要な証明書等を添付すること

★ 項番６１及び項番６２は、記載要領を参照して記入する。
変更する場合は、様式第４号及び第５号に加え、必要な証明書、常勤確認資料
等を添付すること

★令和3年4月1日改正の基準で記入する。
変更する場合は証明書を添付のこと

再審査申請の直前に受けた経審と同じ内容を記

入する。

再審査申請の直前に受けた経審と同じ内容を記

入する。

再審査申請の直前に受けた経審と同じ内容を記

入する。



別紙二

通番

新
規
掲
載
者

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ５

月 日１ 年

8 ２

8 ２３

２

４ 8 ２日

日 8 ２５

６ ２

７ 年 月

月 日８ 年

日 8 ２９

11

10 8 ２

日 8 ２

月 日12 年

日 8 ２13

15

14 8 ２

日 8 ２

月 日16 年

日 8 ２17

19

18 8 ２

日 8 ２

月 日20 年

日 8 ２21

23

22 8 ２

日 8 ２

月 日24 年

日 8 ２25

27

26 8 ２

日 8 ２

月 日28 年

日 8 ２

30

29

技　術　職　員　名　簿

項 番 12 14

頁

氏　　　　　名 生　年　月　日

審査
基準日
現在の
満年齢

業種
コード

有資格
区分
コード

頁 数 8 １

講
習
受
講

監理技術者資格者証
交付番号

申請者

CPD単位
取得数

12 14 19

講
習
受
講

業種
コード

有資格
区分
コード

8 ２

年 月 日

年 月 日

年 月

年 月

年 月 日 8

日 8 ２

8 ２

年 月

年 月 日

年 月

8 ２

年 月

年 月 日

年 月

8 ２

年 月

年 月 日

年 月

8 ２

年 月

年 月 日

年 月

8 ２

年 月

年 月 日

年 月

8 ２

年 月

年 月 日 8 ２

★ＣＰＤ単位取得数は、
ＣＰＤ単位数を証する書面等の写しに
加え、ＣＰＤ単位内訳一覧表を提出のこと。

前回申請時の技術職員について、

★有資格区分コードの「００５」への変更

★ＣＰＤ単位取得数 のみが、再審査の対象。

技術職員の追加は認められない。

変更する場合は必要な証明書等を添付すること



様式第４号
（用紙A４）

申請者名    年   月   日

通番 氏名 生年月日 CPD単位

  なお、小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

CPD単位を取得した技術者名簿

  別記様式第25号の14・別紙２に記載のない者について作成すること。

１ この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、建設業法第七条第二号イ、ロ若しくはハ又

  は同法第十五条第二号イ、ロ若しくはハに該当する者又は一級若しくは二級の第一次検定に合格した者であって、規則

2 ｢CPD単位｣の欄には、技術者がＣＰＤ認定団体によって修得を認定された単位数を、告示別表第十八の左欄に掲げる

  CPD認定団体ごとに右欄に掲げる数値で除し、30を乗じた数値を記載すること。

CPD単位総計（①＋②）

記載要領

（技術職員名簿に記載のある者を除く）

上記技術者が取得したCPD単位の合計（①）
技術職員名簿に記載のある技術職員が取得したCPD単位合計（②）

★前回受けた経審の審査基準日現在で、６ヶ月を超える恒常的
な雇用関係がある者に限る。
（常勤性を確認出来る資料（標準報酬月額決定通知書の写し＋
健康保険証の写し※要マスキング）を提出すること。）

★ＣＰＤ単位取得数は、
ＣＰＤ単位内訳一覧表を提出すること。

★項番６１にＣＰＤ単位取得数を１以上記載する場合は、
提出すること

技術職員名簿のＣＰＤ単位の合計と
一致する

この表に記載した技術
者のＣＰＤ単位の合計

項番６１のＣＰＤ単位取得数
と一致



様式第５号
（用紙A４）

  年  月  日
申請者名

通番 氏名 生年月日 評価日
レベル

向上の有無
控除対象

合計 （人） （人） （人）

５ 本表の最後の行には、作成対象となる技能者、｢レベル向上の有無｣の欄に○印が記載された者、｢控除対象｣の欄に○印

４ ｢控除対象｣の欄には、審査基準日の３年前の日以前に能力評価基準により評価が最上位の区分に該当するとされた者の

  が記載された者、それぞれの合計人数を記載すること。

  場合に、○印を記載すること。 

記載要領

  前の日以前に受けた最新の評価の区分より１以上上位であった者に該当する場合に、○印を記載すること。

技能者名簿

  該当する者（ただし、建設工事の施工の管理のみに従事した者は除く。）について作成すること。

２ ｢評価日｣の欄には、技能者が審査基準日以前において認定能力評価基準により評価を受けている場合、その最も新しい

  評価を受けた日を記載すること。

３ ｢レベル向上の有無｣の欄には、審査基準日以前三年間に、能力評価基準により受けた評価の区分が、審査基準日の三年

１ この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、審査基準日以前三年間に、建設工事の施工

  に従事した者であって、建設業法施行規則第十四条の二第二号チ又は同条第四号チに規定する建設工事に従事する者に

★前回受けた経審の審査基準日現在で、６ヶ月
を超える恒常的な雇用関係がある者に限る。
（常勤性を確認出来る資料（標準報酬月額決定
通知書の写し＋健康保険証の写し※要マスキン
グ）を提出すること。）

・技術職員名簿に記載のある技能者から、技
術職員名簿順に記載する。
・通番は技術職員名簿と一致させる。
・技術職員名簿の最終番号の続きから通番を
付与する。

技能者は、審査基準日以前３年間に建設工事の施工に従事した者（施
工体制台帳の作業員名簿に記載された者）です。
技能者には、管理技術者や主任技術者といった建設工事の施工の管理
のみに従事した者は除きます。

審査基準日以前において、能力評
価基準による評価を受けた最も新
しい日を記載。

審査基準日の３年前の
日以前にレベル４を受
けている者には○を記
載。

審査基準日以前３年間に、１以上
レベルアップした場合に○を記
載。

評価を全く受けていない者とレベ
ル１は同等と審査されるため、評
価なしからレベル１になった場合
は、レベルアップとはならない。

１以上レベルアップとして評価の
対象となるのは、レベル２以上の
評価を受けてからとなる。

項番６２の
「技能者数」と一致する

項番６２の
「技能レベル向上者数」と
一致する

項番６２の
「控除対象者数」と
一致する



CPD単位 内訳一覧表 申請者名：株式会社□□□□

名簿の別 通番 氏名 CPD認定団体 単位数
経審での換算
単位数

1 技職 1 例 一般財団法人建設業振興基金 10 25 公益社団法人空気調和・衛生工学会 50

2 技職 5 例 公益社団法人空気調和・衛生工学会 20 12 一般財団法人建設業振興基金 12

3 様４ 1 例 一般社団法人建設コンサルタンツ協会 50 30 一般社団法人建設コンサルタンツ協会 50

4 様４ 2 例 一般社団法人交通工学研究会 31 18 一般社団法人交通工学研究会 50

5 様４ 4 例 公益社団法人地盤工学会 50 30 公益社団法人地盤工学会 50

6 公益社団法人森林・自然環境技術者教育研究センター 20

7 公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会 50

8 一般社団法人全国測量設計業協会連合会 20

9 一般社団法人全国土木施工管理技士会連合会 20

# 一般社団法人全日本建設技術協会 25

# 土質・地質技術者生涯学習協議会 50

# 公益社団法人土木学会 50

# 一般社団法人日本環境アセスメント協会 50

# 公益社団法人日本技士会 50

# 公益社団法人日本建築士会連合会 12

# 公益社団法人日本造園学会 50

# 公益社団法人日本都市計画学会 50

# 公益社団法人農業農村工学会 50

# 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 12

# 公益社団法人建築家協会 12

# 一般社団法人日本建設業連合会 12

# 一般社団法人日本建築学会 12

# 一般社団法人建築設備技術者協会 12

# 一般社団法人電気設備学会 12

# 一般社団法人日本設備設計事務所協会 12

# 公益財団法人建築技術教育普及センター 12

# 一般社団法人日本建築構造技術者協会 12

# 技術職員名簿 技職

# 様式第4号 様４

#

※ 技術職員名簿及び様式第4号に記載した技術者のうち、CPD単位を取得した者については、

参考資料として「CPD単位内訳一覧表」の提出もお願いします。

※ 一覧表は、技術職員名簿に記載した技術者から記入し、その後に様式第4号に記載した

技術者を記入してください。

CPD単位数チェック用

CPD単位
合計

115

技術職員名簿に記載されてい
る人は「技職」

様式第４号に記載されている
人は「様４」をプルダウンか
ら選択

認定団体をリストから選択。
１人の人が複数の認定団体の単位
を取得している場合は、どれか１
つの団体を選択すること。
（複数団体の合算は出来ない）

技術職員名簿または様式第４号に
記載されている通番を記載

取得単位数を記載する



１８あく

00025

00025１８あく


